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1. ソーシャル・インパクト・ボンド（SIB）とは
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通常の行政サービスの民間委託・補助事業

活動にかかった経費を
基に対価を支払い

事業者（NPO、民間企業等）

行政

3

サービスを提供

受益者



⑤成果に応じた
委託料の支払い

民間資金提供者

②本事業への
投資

行政

事業者（NPO、民間企業等）

③サービスの提供

④サービスの成果を
評価・報告

4

①成果連動型支払いの
業務委託契約

民間投資を活用した成果連動型業務委託＝SIB

受益者第三者評価者



SIBを活用することの意義
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民間資金・ノウハウの活用、成果重視のサービスの提供につながり、

複雑化・多様化する社会課題解決の促進が期待できる

初期投資を民間資金で賄うことで、行政の財政的な

リスクを抑えながら民間の新しい取組を活用できる

行政

予め成果指標を行政と共有して成果を可視化することで、

成果重視の質の高い柔軟なサービスを提供できる

事業者

社会的課題解決に貢献できるとともに、

新たな資金運用の機会を得ることができる

資金提供者



参考 海外の動向

SIB実施事例：16か国60件以上、約220億円

アメリカ10, カナダ1

オーストラリア

欧州 45件

北米 11件

オセアニア 2件

韓国1, インド1
アジア 2件

イスラエル2

中東 2件

イギリス31, オランダ4,ドイツ1,
ベルギー1,ポルトガル1

スウェーデン1,フィンランド1
スイス1,オーストリア1

ペルー1

南米 1件

6出所：Social Finance UK (2016) “Social Impact Bonds – The Early Years” 



参考 国内における案件組成の状況
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行政 対象分野 2015 2016 2017

児童養護横須賀市

若者就労
支援

尼崎市

実証事業
業務委託＋

厚労省モデル事業化検討

実証事業
厚労省

モデル事業化検討

日本財団
パイロット事業

厚労省 予算要求 モデル事業
児童養護、
就労支援等

調査研究、
SIB検討会

和泉市
（大阪府）

高石市
（大阪府）

東近江市
（滋賀県）

起業支援

実証事業 本格導入検討中

実証事業 本格導入検討中

成果連動型補助金
事業（単年度）

日本財団

SIB組成公募事業

継続予定

福岡市、天理市
等７自治体

認知症
予防

実証事業
厚労省調査研究

（成果指標開発）

がん検診
受診率向上

八王子市

神戸市
糖尿病性腎症
重症化予防

予算要求 本格導入

予算要求 本格導入

経済産業省

健康寿命延伸産業
創出推進事業

天理市で成果連動型
補助金の導入へ



参考

成
長
戦
略

地
方
創
生

総
合
戦
略

『未来投資戦略2017』（平成29年度6月9日閣議決定）

『民間の活力を社会的課題の解決に活用するため、民間資金を呼び込

み成果報酬型の委託事業を実施するソーシャル・インパクト・ボンド

など、社会的インパクト投資の取組を保健福祉分野で広げる。このた

め、モデル事業の実施を通じた評価指標の設定等の環境整備や地方公

共団体における案件形成の支援等を行う。』P.44

『まち・ひと・しごと創生基本方針2017』（平成29年度6月9日閣議決定）

『◎社会的事業を巡る環境整備

・明確なビジネスモデルと堅実な事業ガバナンスによって民間の資金

を呼びこめるような持続可能な社会的事業の構築を目指すソーシャル

ベンチャーを広めることを通じ、地域の多様な社会的課題を解決する

ための環境を整備する。（中略）SIB(Social Impact Bond)などの

手法により、ソーシャルベンチャーを効果的に活用して、地方公共団

体が取り組む事業に対する地方創生推進交付金等による支援。』P.7-8

政府の戦略におけるSIBの位置付け
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2. 神戸市におけるSIBを活用した
糖尿病性腎症等重症化予防事業の紹介



事業の概要
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上位目標 市民の健康寿命の延伸

期待される
便益

• 市民のQOLの向上

• 治療にかかる医療費の適正化

• 死亡したり通院･入院したりすることで、労働ができないことによる逸失所得の削減

事業目的 糖尿病性腎症等のステージの進行、人工透析への移行の予防

事業内容 • 未受診および治療中断中のハイリスク者計100人を対象。

• 受診勧奨および食事療法等の保健指導を実施。対象者の医療機関への受診および生活

習慣の改善を通じて、重症化を予防。

• 保健指導プログラム修了率、生活習慣改善率、腎機能低下抑制率を成果指標として、

委託料を支払い。

事業期間 2017年7月～2020年3月（3年間）

2017年7月～2018年3月：保健指導業務を行う事業実施期間

2018年4月～2020年3月：評価業務を行う評価期間

事業費
※予定額、税抜き

約2,400万円



事業実施体制
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神戸市

未来工学研究所
（予定）

社会的投資
推進財団

事業対象者

DPPヘルス
パートナーズ

③受診勧奨および保健指導の実施、
評価のためのデータ収集

⑤成果の評価

⑥評価結果報告

④事業の
運営管理①業務委託

契約

三井住友銀行、
個人投資家

⑦成果に応じた
委託料の支払い

プログラムの修了/
生活習慣の改善/
腎機能低下の抑制

⑧利子・元本返済/
配当・償還

①’覚書

④’ 連絡・調整

①’評価業務
再委託

②資金提供
（SMBC信託銀行が信託機能を提供）



参考 背景：腎症のステージ
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第5期

第4期

第3期

第2期

第1期

透析、インスリン注射、投薬

食事療法（タンパク質制限）

運動制限、生活制限

インスリン注射、投薬

食事療法（タンパク質制限）

運動制限、生活制限

投薬

食事療法（タンパク質制限）

運動軽度制限

投薬

食事療法

運動軽度制限

投薬

食事療法

運動療法

病期別治療内容

約500万円/年

約50万円/年

約25万円/年

約5万円/年

約5万円/年

病期別医療費

出所：DPPヘルスパートナーズ社、データホライゾン社資料を基に作成



背景：透析患者数の推移
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320,488人

154,413人

約2倍

出所：一般社団法人日本透析医学会（2015）「図説 わが国の慢性透析療法の現況」

参考



背景：透析導入患者の主要原疾患の推移
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出所：一般社団法人日本透析医学会（2015）「図説 わが国の慢性透析療法の現況」

参考



参考 保健指導プログラムの概要
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• 専門的な知識を有する看護師や保健師が、慢性疾患の重症化を防ぐために、事業者オリジナルのテキス

トや自己管理票、その他補助教材を用いて、最新の医学・行動科学に基づき指導を実施する。

疾病予防プログラムのためのテキスト・自己管理手帳

取り扱うテキストや自己管理手帳は広島大学森山研究室で開発。研究により効果が証明済。

1ヶ月目 2ヶ月目 3ヶ月目 4ヶ月目 5ヶ月目 6ヶ月目 6ヶ月以降

主な指導内容

食事指導（低たんぱく、減塩、適正カロリー量など）、活動と休息のバランス、運動指導、ストレスマネジメント、服薬指導、血糖管理

（自己血糖測定など）、フットケア等。

データ追跡

保健指導プログラムの概要（面談2回電話10回の例）



参考 本事業における評価の対象
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活動 アウトプット アウトカムインプット

食事指導
医療機関への

受診

食事の改善
（低蛋白、減塩、等）

QOLの維持/

向上

医療費の

適正化

ステージの維持/

透析移行予防

腎機能の

低下の抑制

血糖値の

改善

指導プログラム

の修了

看護師、保健師、

管理栄養士、等

独自のテキスト、

管理手帳

デバイス等、

機材

運動指導

ストレス

マネジメント指導
適度な運動

セルフモニタリングの

実施

面談、電話等による

保健指導プログラム

保健指導プログラム 生活習慣の

改善

逸失所得の

削減

ステージ進行/

人工透析移行予防

本事業ではアウトプット及びアウトカムの評価を実施



参考 事業実施スケジュール
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タスク スケジュール

業務委託契約

対象者抽出

参加同意勧奨・

参加者確定

保健指導実施 6～7ヶ月程度

1月 2 3 4 5 6 7 1 4

2016年度 17年度 18年度

… 12 2 3 … 4 …

19年度

2 3

第三者評価者による

評価実施
評価

計画
最終評価

委託料の支払
最終成果指標に

基づき支払

事業実施期間 評価期間

中間成果指標

に基づき支払

中間評価


